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足羽川ダムの検証に係る検討
（H22.12.2. 検討の場 設置） 『ダム事業の検証に係る検討に関する再

評価実施要領細目』に基づく検討の指示

◆ 足羽川ダムの検証に係る検討の経緯

足羽川ダムの検証に係る検討

複数の治水対策案の立案検
証

（H22.12.10）

（H23. 8.25）

流域の概要・治水対策の状況 検討の場 （第1回幹事会）

26の方策を参考にして 幅広

評価実施要領細目』に基づく検討の指示

検討の場 （第2回幹事会）

概略評価による治水対策案の抽出

証
対
象
ダ
ム
事 （H23.10.31）

26の方策を参考にして、幅広
い方策を組み合わせて検討を
行い、27の治水対策案を立案

検討の場 （第3回幹事会）
事
業
等
の
点
検

治水対策案の評価軸ごとの評価

パブリックコメント
意見募集

（H23.11.1 ～ 11.30）

立案した27の治水対策案の
概略評価を行い、５案を抽出

７つの評価軸により評価

１案を追加し、28の治水対策案
の概略評価を行い、６案を抽出

検

総合的な評価

対応方針（素案）の作成
意見聴取

検討の場

評価軸 より評価

（H24.1.11）最も有利な案は「ダム案」

学識経験を有する者
関係住民

（H24.2.15）
（H24 2 18 ～ 2 20）

検討の場（第1回検討の場・
第4回幹事会）

対応方針（原案）の作成

対応方針（素案）の作成

（H24.3.19）
意見聴取

関係住民

関係地方公共団体の長

※ 関係住民への意見聴取を補足する
手段として広く意見募集を並行して
実施。（H24.2.10 ～ 3.10）

（H24.2.18 2.20）

検討の場 （第5回幹事会）

（河川法第16条の2(河川整備計画)等
に準じて行う。）

対応方針（案）の決定

省 検 結 報告

事業評価監視委員会
意見聴取

（H24.3.27）

本省への検討結果の報告（H24.3.30)

国土交通大臣による対応方針の決定

有識者会議の意見

（H24.6.26） 1（H24.7.23）
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足羽川ダム事業、水源地域対策の進行状況及び予定

用地補償関係 水源地域整備、地域振興関係事業計画関係

足羽川ダム事業、水源地域対策の進行状況及び予定

調
査

用 補償関係 水源 域整備、 域振興関係

河川整備基本方針制定

事業計画関係

平成１７年度

基本協定締結 水
源
地

H18.2

H18.10
査
・
設
計

用地関係調査の着手
（登記簿調査、生活

再建意向調査等）

用地関係調査の着手
（登記簿調査、生活

再建意向調査等）

用地関係調査の着手
（登記簿調査、生活

再建意向調査等）

環境アセスメント手続き着手

河川整備計画策定
平成１８年度

地
域
再
建
計
画
基

H19.2 部子川 H19.3
小畑 H 19.9
下池田 H19.10

水源地域の整備に関する
要望（案）の作成、提出

（町→国・県）

立入協定締結

用地測量（一筆調査）

立入協定締結

用地測量（一筆調査）

立入協定締結

用地測量（一筆調査）
水特法に基づくダム指定

環境アセスメント手続き着手

方法書
↓←

平成１９年度 公告、縦覧、
意見聴取

基
礎
調
査
・研
究

H20.3
H19.12

H19.7

H19.3

（国・県・町等による調整）
物件調査物件調査物件調査

↓
準備書

↓ ←

評価書

平成２０年度 公告、縦覧、
意見聴取

H21.3
H20.9

水源地域整備計画（原案）

評価書
↓←

環境大臣意見
国土交通大臣意見

平成２１年度 意見聴取

ダム検証
平成２４年度

水源地域整備計画（原案）
の作成、申請
地域振興関係

調
査
・
設
計→

水源地域の指定
水源地域整備計画の決定

（国交大臣）

補償基準の提示
↓

補償基準の妥結

評価書（補正）
↓

評価書公告・縦覧
（環境アセスメント手続きの完了）

↓
用地交渉、用地買収

ダ ム

事業で
実施

その他
の事業
で実施

水源地域整備事業で実施

付替道路工事、工事用道路等工事着手

※当面の予定であり、時期の変更等、これ以外の調整事項の発生の可能性がある。 5

平成２５年度以降



指摘事項に対する対応状況（予定） 1/2

指摘事項 対応状況（予定）
◆将来の維持管理を念頭に、工事に伴う仮設構造

物の有効活用の可能性を検討する。
【例】 ・ダム本体施工に伴う上流仮締切を流木

→ 設計時及び事業計画全体の中で、仮設構造
物の活用を念頭に事業を進める。例えば、ダム
上流側については、土砂貯留や流木の処理の

指摘事項 （ 定）

止めとして活用
・工事用道路を管理用アクセス道路とし

て活用 など

◆工事用道路の活用、本体・分水施設のゲート構

ためのアプローチとして、また、ダム下流側につ
いては、減勢工のメンテナンスのためのアプ
ローチとして、工事用道路を活用することが考え
られる。全体施設計画で活用を検討する。

造など、管理も念頭に置き施設整備を実施する。 → また、本体・分水施設のゲート構造などについ

ても、維持管理も念頭に置き、ゲートの点検及
び補修・取替等を考慮した設計とする。

◆ダム洪水調節地の伐採計画など、流水型ダムの
特性を考慮して事業を実施する。

→ 伐採計画については、試験湛水や貯留頻度
（ダムサイト付近は貯留する頻度が高く、調節地
上流部は貯留する頻度が少ない）を考慮して進

◆骨材調達方法に いては原石山のみでなく他の

上流部は貯留する頻度が少ない）を考慮して進
めていく。

骨材調達方法に いては 他事業との連携な◆骨材調達方法については原石山のみでなく他の
方法も検討する。

◆水海川導水トンネルの掘削ズリ及び水海川砂防
堰堤の堆積土砂をダム本体の骨材として使用す

→    骨材調達方法については、他事業との連携な
ど、情報収集を密にし、原石山のみでなく他の方
法についても 検討を進める。また、水海川導
水トンネル掘削ズリに関しても骨材の利用を念頭
に地質調査を進め ダム本体の工程と合わせ

堰堤の堆積土砂をダム本体の骨材として使用す
る場合は、ダム本体工程を勘案して水海川導水ト
ンネル工程を調整する必要がある。

に地質調査を進め、ダム本体の工程と合わせ、
効率的に骨材を使用できるように調整する。
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指摘事項に対する対応状況（予定） 2/2

指摘事項 対応状況（予定）

◆建設発生土処理場は跡地利用も考慮して施工す → 福井県や池田町と情報を共有しながら 工事

指摘事項 対応状況（予定）

◆建設発生土処理場は跡地利用も考慮して施工す
る必要がある。

→    福井県や池田町と情報を共有しながら、工事
上の仮設ヤードなども考慮し、手戻りが生じない
ように進める。

◆今まで行ってきた地質調査や環境調査などの結
果を用いて、ダム軸や付け替え道路の位置・工法
などを再検討し コスト縮減 工程短縮の可能性

→ ダム検証期間中においては、ダム事業を前提
とした検討を行うべきではないことから必要最小
限の継続的な調査を実施してきた 今後は ダムなどを再検討し、コスト縮減・工程短縮の可能性

を探るべく、検証期間の時間を活用するべきであ
る。

限の継続的な調査を実施してきた。今後は、ダム
軸や付替道路の位置等の工夫によりコスト縮減
や工程短縮をはかるべく、積極的に調査を進め
る。

◆流水型ダムに関する技術助言

濁り 長期化防止 ため ダム洪水調節地内

→ 技術的助言を踏まえ、環境影響評価の中でも
土砂による水の濁りに対して、環境保全措置や

・濁りの長期化防止のためのダム洪水調節地内の
河道成形技術、事業による河道内の状況変化把
握のための河床材料調査も必要性

土砂による水の濁りに対して、環境保全措置や
事後調査を検討している。事後調査に際して、専
門家の指導及び助言を得ながら実施し、他ダム
事例も参考に取り組む。
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足羽川ダム建設事業の関係地方公共団体からなる検討の場
第３回幹事会（H23.10.31）資料－２ より【参考資料】

足羽川ダム建設事業の点検足羽川ダム建設事業の点検

近畿地方整備局

Organization Chart Of Kinki Regional Development Bureau , M.L.I.T



◇点検の趣旨等

【 点検の対象 】

◆ 「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」に基づき、足羽川ダム建設事業
の点検を実施。

「基本計画等の作成又は変更から長期間が経過しているダム事業については、必要に応じ
総事業費、堆砂計画、工期や過去の洪水実績など計画の前提となっているデータ等につ
いて詳細に点検を行う 」

点検を実施。

いて詳細に点検を行う。」

「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」第４ 再評価の視点１ （１）①より

【 点検の趣旨 】

◆この検討は、今回の検証のプロセスに位置づけられている｢検証対象ダム事業等の点検｣の一
環として行っているものであり、現在保有している技術情報等の範囲内で、今後の事業の方向
性に関する判断とは一切関わりなく、現在の事業計画を点検するもの。

◆また、予断を持たずに検証を進める観点から、ダム事業の点検及び他の治水対策（代替案）の
いずれの検討に当たっても、さらなるコスト縮減や工期短縮などの期待的要素は含まないことと
している。今回算定した総事業費や工期は、ダムを含まない複数の治水対策案等との比較検
討を適切に行うために算定したという性格を有するものであることを踏まえ、現段階において、
総事業費や工期の変更に直結するというものではない。

1

◆なお、検証の結論に沿っていずれの対策を実施する場合においても、実際の施工に当たって
はさらなるコスト縮減や工期短縮に対して最大限の努力をすることとしている。



■足羽川ダム建設事業の点検■足羽川ダム建設事業の点検

（１）総事業費
（２）工期（ ） 期

Organization Chart Of Kinki Regional Development Bureau , M.L.I.T



（１）総事業費の点検

【 総事業費の点検の考え方 】
◆平成19年2月の九頭竜川水系河川整備計画策定時の総事業費を対象に 平成21年度までの事業実施状況は契約実績を反映させ 現時点での事◆平成19年2月の九頭竜川水系河川整備計画策定時の総事業費を対象に、平成21年度までの事業実施状況は契約実績を反映させ、現時点での事
業の進捗状況を踏まえるとともに、平成22年度以降の残事業については、物価変動を考慮して総事業費を点検。

◆残事業の数量や内容については、明らかな今後の変動要素も考慮して分析評価。

【 総事業費の点検結果 】
（単位：億円）

現計画総事業費
Ｈ18P

点検後総事業費
Ｈ22P

増減額

① ② ③=②-①

建設費 869 884 15 107 777

工事費 531 508 △ 23 0 508

増減理由項 細目 工種
Ｈ21年度迄
実施済額

H22以降
残額

ダム費 284 287 3 ・物価変動に伴う増（約+３億円） 0 287

分水・導水路費 174 169 △ 5 ・物価変動に伴う減（約-５億円） 0 169

管理設備費 18 18 0 ・物価変動に伴う増（約+０億円） 0 18

・関係機関協議・補償調査の進捗による減（約-２１億円）

仮設備費 55 35 △ 20
・関係機関協議・補償調査の進捗による減（約 ２１億円）
　（土地借り上げ（建設発生土処理場））
・物価変動に伴う増（約+０億円）

0 35

測量設計費 108 128 20
・補償調査の進捗等、実績の反映による増（約+１４億円）
・物価変動に伴う増（約+１億円）
・工期延期による増（約+４億円）

99 29

用地費及補償費 201 219 18 3 216

関係機関協議 補償調査 進捗による増（約 億円）
補償費 62 77 15

・関係機関協議・補償調査の進捗による増（約+１５億円）
　（建設発生土処理場） 0 77

補償工事費 134 136 2 ・物価変動に伴う増（約+２億円） 0 136

生活再建対策費 6 6 0
・物価変動に伴う増（約+０億円）
・工期延期による増（約+０億円） 3 3

船舶及び機械器具費 16 16 0
・物価変動に伴う増（約+０億円）

期延期による増（約 億円） 2 14船舶及び機械器具費 16 16 0 ・工期延期による増（約+０億円） 2 14

営繕・宿舎費 13 13 0
・物価変動に伴う増（約+０億円）
・工期延期による増（約+０億円）

3 10

工事諸費 91 99 8
・物価変動に伴う増（約+０億円）
・工期延期による増（約+７億円） 34 65

960 982 22
・調査の進捗等による増（計 約+８億円）
・物価変動に伴う増（計 約+１億円）
・工期延期による増（計 約+１３億円）

141 841事業費

3

注１：この検討は、今回の検証のプロセスに位置づけられている｢検証対象ダム事業等の点検｣の一環として行っているものであり、現在保有している技術情報等の範囲内で、今後の事業の方向性に関する
判断とは一切関わりなく、現在の事業計画を点検するもの。また、予断を持たずに検証を進める観点から、ダム事業の点検及び他の治水対策（代替案）のいずれの検討に当たっても、さらなるコスト縮減
や工期短縮などの期待的要素は含まないこととしている。今回算定した総事業費や工期は、ダムを含まない複数の治水対策案等との比較検討を適切に行うために算定したという性格を有するものであ
ることを踏まえ、現段階において、総事業費や工期の変更に直結するというものではない。なお、検証の結論に沿っていずれの対策を実施する場合においても、実際の施工に当たってはさらなるコスト縮
減や工期短縮に対して最大限の努力をすることとしている。

注２：諸要因により今後さらに工期延期があった場合は、水理・水文調査、環境調査等の継続調査、通信設備の維持、土地・建物借上、事務費等の継続的費用（年間約４億円）が追加される。

注３：四捨五入の関係で、細目、工種の合計値が一致しない場合がある。

・工期延期による増（計 約+１３億円）



【 工期の点検の考え方 】

（２）工期の点検

◆平成19年2月の九頭竜川水系河川整備計画策定時に検討した工期を対象。

◆現工期について、工事着手から事業完了までに要する各工事等の必要な工程を最新の知見により確認し、全体工程に変更がない
かを確認。

【 工期の点検結果 】【 工期の点検結果 】

◆河川整備計画策定時に検討していた、足羽川ダム建設事業（Ⅰ期工事）の工事用道路の工事着手から完了するまでの工程
（約１３年）については、河川整備計画策定以降、新たな知見は得られておらず数量等に変更が無いことから、妥当である。

クリティカル：クリティカル

種　別 4年 5年1年

仮排水路トンネル（転流工）

12年6年 7年 8年 10年 11年9年2年 3年

ダ
ム

13年

管理設備 放流設備

試験湛水

ム

の
堤
体
の
工

ダム本体掘削（堤体基礎掘削工）

堤体打設

工事用道路（工事用道路の設置の工事）

原石の採取の工事

管理設備工・放流設備工
事

施工設備の設置の工事

建設発生土の処理の工事

導水トンネル（導水施設（分水堰含む）の
工事（部子川～水海川））

4

建設発生土の処理の工事

付替道路（道路の付替の工事）

※今後行う詳細な検討結果や設計成果、予算の制約や入札手続き等によっては、見込みのとおりとならない場合がある。



足羽川ダム建設事業の関係地方公共団体からなる検討の場
第３回幹事会（H23.10.31） 参考資料－１ より

■足羽川ダム建設事業の点検■足羽川ダム建設事業の点検

（総事業費の点検）（総事業費の点検）

Organization Chart Of Kinki Regional Development Bureau , M.L.I.T



（１）総事業費の点検
総事業費の点検結果
◆総事業費の点検にあたり 採用した単価の考え方は以下のとおり。◆総事業費の点検にあたり、採用した単価の考え方は以下のとおり。
・本体基礎掘削工、堤体工、導水トンネルは、点検前単価が積算基準等により積上げて算出しているため、平成22年度の積算基準等により算出。
・上記以外の工種についてはデフレーターを用いて平成22年度単価に補正。  金額：億円

細目 工種 内訳 点検に伴う増減額 増減の主な要因

工事費 △22.4

ダム費 2 3ダム費   2.3

　 仮排水トンネル  　0.1 物価変動に伴う増。

本体基礎掘削工  　1.6 物価変動に伴う増。

基礎処理工  　0.2 物価変動に伴う増。

堤体工 △ 0.6 物価変動に伴う増。

放流設備 0 2 物価変動に伴う増放流設備  0.2 物価変動に伴う増。

閉塞工  　0 物価変動に伴う増。

付属工事  　0 物価変動に伴う増。

地すべり対策  　0 物価変動に伴う増。

土砂・流木対策  　0.1 物価変動に伴う増。

ダム周辺整備 0 7 物価変動 伴う増ダム周辺整備 　0.7 物価変動に伴う増。

分水・導水路費 △ 4.7

導水トンネル △ 4.9 物価変動に伴う増。

分水堰  　0.2 物価変動に伴う増。

管理設備費    0.2

通信、観測、警報設備 　0.1 物価変動に伴う増。

管理用建物  　0.1 物価変動に伴う増。

仮設備費 △20.2

骨材貯蔵、コンクリート製造等  　0.3 物価変動に伴う増。

工事用道路、建設発生土処理場等 △20.5 物価変動に伴う増。関係機関協議・補償調査の進捗による減。

  19.1 物価変動に伴う増。実績の反映及び工期延期による増。

  17.3

補償費 一般補償、公共補償、特殊補償   15.5 関係機関協議・補償調査の進捗による増。

補償工事費 補償工事  　1.6 物価変動に伴う増。

生活再建費 生活再建  　0.2 物価変動に伴う増。工期延期による増。

測量設計費

用地費及び補償費

6注１：少数第2位にて四捨五入している関係で0.05億円未満の増減については「０億円」と表示している。

 　0.4 物価変動に伴う増。工期延期による増。

 　0.4 物価変動に伴う増。工期延期による増。

 　7.6 物価変動に伴う増。工期延期による増。

  22.4

営繕・宿舎費

工事諸費

合　計

船舶及び機械器具費



（１）総事業費の点検

【１】ダム費－仮排水路トンネル（転流工）
ダム本体の工事を河川の水がない乾いた状態で行えるように、河川の流れを切り替える工事

＜現 計 画＞

足羽川ダムの数量を求め、他事例の工事費を参考に平成18年度時点で
の金額を算定。

現計画 最新の状況

施工内容 仮排水トンネル方式 仮排水トンネル方式

＜点検の考え方＞

現時点でも詳細設計段階に至っていないことから、数量や施工内容は
現計画を採用し、物価変動を反映。

施工内容 仮排水トンネル方式 仮排水トンネル方式

主な数量 約４５０ｍ 約４５０ｍ

単価 H18単価 H22単価

点検結果 4 4億円 4 5億円 （ 0 1億円）
＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

点検の結果、物価変動により0.1億円増加。
今後、地質調査や設計等の進捗により、転流方式や数量に変更が生じ

る可能性がある。

点検結果 4.4億円 4.5億円 （+0.1億円）

仮排水トンネル （他ダム事例） 仮排水路平面図

仮排水トンネル

足羽川ダム
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【２】ダム費－基礎掘削工
が

（１）総事業費の点検

表層の風化部を取り除き、十分な強度を有する良好な岩盤が得られるまで掘削する工事

＜現 計 画＞
平成11年度から平成17年度までに実施した地質調査に基づく概略設計

により数量を求め、平成18年度時点での金額を算定。
現計画 最新の状況

掘削 掘削

＜点検の考え方＞

現時点でも詳細設計段階に至っていないことから、数量や施工内容は
現計画を採用し、平成22年度の最新単価により物価変動を反映。

施工内容

掘削

積み込み

運搬

掘削

積み込み

運搬

主な数量 約１８７万m3 約１８７m3

＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

点検の結果、物価変動により1.6億円増加。
今後、地質調査や設計等の進捗により数量に変更が生じる可能性があ

る。

単価 H18単価 H22単価

点検結果 34.2億円 35.8億円 （+1.6億円）

る。

基礎掘削 （他ダム事例）
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【３】ダム費－基礎処理工（グラウチング）

（１）総事業費の点検

基礎地盤の割れ目からの漏水を防ぐための止水処理

＜現 計 画＞
平成11年度から平成17年度までに実施した地質調査から「グラウチン

グ技術指針」（平成15年7月）を踏まえた概略設計に基づき数量を求め、
現計画 最新の状況

ボーリンググラウト ボーリンググラウト
他事例の工事費を参考に平成18年度時点での金額を算定。

＜点検の考え方＞

施工内容
ボーリンググラウト

カーテングラウト

ボーリンググラウト

カーテングラウト

主な数量 約36,300ｍ 約36,300ｍ

単価 H18単価 H22単価現時点でも詳細設計段階に至っていないことから、数量や施工内容
は現計画を採用し 物価変動を反映

＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

点検の結果、物価変動により0.2億円増加。

今後、地質調査や設計等の進捗により数量に変更が生じる可能性が

点検結果 16.9億円 17.1億円 （+0.2億円）
は現計画を採用し、物価変動を反映。

今後、地質調査や設計等 進捗 より数量 変更 る可能性
ある。

グラウチング状況 （他ダム事例）
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【４】ダム費－堤体工

（１）総事業費の点検

ダム本体のコンクリートを打設する工事

＜現 計 画＞
平成11年度から平成17年度までに実施した地質調査に基づく概略設計

から数量を求め、平成18年度時点での金額を算定。
現計画 最新の状況

施工内容 ンクリ ト打設 ンクリ ト打設
＜点検の考え方＞

＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

施工内容 コンクリート打設 コンクリート打設

主な数量 約７１万m3 約７１万m3

単価 H18単価 H22単価

点検結果 137 0億円 136 4億円 （△0 6億円）

現時点でも詳細設計段階に至っていないことから、数量や施工内容は
現計画を採用し、平成22年度の最新単価により物価変動を反映。

＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

点検の結果、物価変動により0.6億円減少。
今後、地質調査や設計等の進捗により構造などが見直され、数量に変

更が生じる可能性がある。

点検結果 137.0億円 136.4億円 （△0.6億円）

堤体工 （他ダム事例）足羽川ダム完成イメージ
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【５】ダム費－放流設備

（１）総事業費の点検

洪水を一時的に貯水し、下流への放流量を調節するためのゲート設備を設置する工事

＜現 計 画＞
堤体工の概略設計に基づき数量を求め、他事例の工事費を参考に平

成18年度時点での金額を算定。
現計画 最新の状況

洪水吐き 洪水吐き

＜点検の考え方＞

現時点でも詳細設計段階に至っていないことから、数量や設備内容
は現計画を採用し、物価変動を反映。

施工内容
洪水吐き

河床部放流設備

洪水吐き

河床部放流設備

主な数量 洪水吐き ２門 洪水吐き ２門

単価 H18単価 H22単価

＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

点検の結果、物価変動により0.2億円増加。
今後、設計等の進捗により、数量や設備内容に変更が生じる可能性

がある。

点検結果 19.7億円 19.9億円 （+0.2億円）

本体ゲート設置 （他ダム事例）
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【６】ダム費－閉塞工

（１）総事業費の点検

仮排水路トンネルを閉塞する工事

＜現 計 画＞
足羽川ダムの数量を求め、他事例の工事費を参考に平成18年度時点

での金額を算定。
現計画 最新の状況

施工内容 閉塞 ンクリ ト打設 閉塞 ンクリ ト打設
＜点検の考え方＞

現時点でも詳細設計段階に至っていないことから、数量や施工内容は
現計画を採用し、物価変動を反映。

＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

施工内容 閉塞コンクリート打設 閉塞コンクリート打設

主な数量 約４０ｍ 約４０ｍ

単価 H18単価 H22単価

点検結果 1 0億円 1 0億円＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

点検の結果、物価変動により金額が微増。
今後、設計等の進捗により、数量や施工内容に変更が生じる可能性が

ある。

点検結果 1.0億円 1.0億円

転流工閉塞状況写真 （他ダム事例）

仮排水路閉塞ゲート 閉塞コンクリート打設
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【７】ダム費－付属工事
ダ

（１）総事業費の点検

ダム管理上必要となる昇降設備や水位計、照明設備等を設置する工事

＜現 計 画＞
足羽川ダムの数量を求め、他事例の工事費を参考に平成18年度時点で

の金額を算定。
現計画 最新の状況

昇降設備 昇降設備

＜点検の考え方＞

現時点でも詳細設計段階に至っていないことから、数量や設備内容は
現計画を採用し、物価変動を反映。

＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

施工内容
昇降設備、

照明設備等

昇降設備、

照明設備等

数量 １ 式 １ 式

単価 H18単価 H22単価

＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

点検の結果、物価変動により金額が微増。
今後、設計等の進捗により、設備の配置や規模に変更が生じる可能性

がある。

点検結果 3.9億円 3.9億円

昇降設備写真 （他ダム事例） 照明設備写真 （他ダム事例） 量水標と超音波水位計写真 （他ダム事例）
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【８】ダム費－雑工事（地すべり対策）
ダ

（１）総事業費の点検

ダム貯水池における地すべりを未然に防ぐ工事

＜現 計 画＞

「貯水池斜面の地すべり調査と対策」（平成7年）による概査（空中写真
判読・地表地質踏査）の結果をもとに概略設計に基づく数量を求め、他事

現計画 最新の状況

例の工事費を参考に平成18年度時点での金額を算定。

＜点検の考え方＞

現時点おいて地質精査まで進捗していないことから、数量や施工内容
は現計画を採用し 物価変動を反映

施工内容 法枠工 法枠工

主な数量 約３万m2 約３万m2

単価 H18単価 H22単価
は現計画を採用し、物価変動を反映。

＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

点検の結果、物価変動により金額が微増。
今後、詳細な調査や設計等の進捗により、対策工法や規模に変更が生

じる可能性がある

点検結果 2.0億円 2.0億円

じる可能性がある。

法面工 （他ダム事例）法 事
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【９】ダム費－雑工事（土砂・流木対策）

（１）総事業費の点検

足羽川ダムは流水型ダムのため、洪水吐きから土砂と水とが一緒に流れることから、土砂による摩耗や流木に対する対策工事

＜現 計 画＞
流水型ダムの事例を参考に必要となる摩耗や流木対策を想定した概

略設計に基づく数量を求め、他事例の工事費を参考に平成18年度時点
現計画 最新の状況

施 内容 流木止め施設 流木止め施設での金額を算定。

＜点検の考え方＞

現時点でも詳細設計段階に至っていないことから、数量や施工内容
は現計画を採用し、物価変動を反映。

施工内容 流木止め施設 流木止め施設

主な数量 流木止め５基 流木止め５基

単価 H18単価 H22単価

点検結果 億 億 （ 億 ）
＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

点検の結果、物価変動により0.1億円増加。

今後、設計等の進捗により、施設の構造や規模に変更が生じる可能
性がある

点検結果 7.4億円 7.5億円 （+0.1億円）

性がある。

土砂流木止め施設・スクリーン （他ダム事例）流木止め施設 （他事例）
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【10】ダム費－雑工事（ダム周辺整備）

（１）総事業費の点検

ダム建設工事に伴う濁水処理や建設発生土処理場の処理及び法面保護などのその他の工事

＜現 計 画＞
足羽川ダムの数量を求め、他事例の工事費を参考に平成18年度での

金額を算定。

現計画 最新の状況

建設発生土処理場 建設発生土処理場

＜点検の考え方＞

現時点でも詳細設計段階に至っていないことから、数量や整備内容
は現計画を採用し、物価変動を反映。

＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

施工内容

建設発生土処理場

－水路付替

－敷均し

法面保護工

－法枠工

建設発生土処理場

－水路付替

－敷均し

法面保護工

－ 法枠工
＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

点検の結果、物価変動により0.7億円増加。
今後、地質調査や設計等の進捗により、整備内容や規模に変更が生

じる可能性がある。

原石山処理工 原石山処理工

数量 １式 １式

単価 H18単価 H22単価

建設発生土処理 （他ダム事例） 法面工 （他ダム事例）

点検結果 57.9億円 58.6億円 （+0.7億円）

建設発生土処理 （他ダム事例） 法面工 （他ダム事例）
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【11】分水・導水路費－導水トンネル
ダ 流 部 流 海 ダ 事

（１）総事業費の点検

ダム貯水池の流域（部子川）とは別の流域（水海川）の洪水をダム貯水池に導くためのトンネル工事

＜現 計 画＞
平成16年度から平成18年度までに実施した地質調査に基づく概略設

計により数量を求め、平成18年度時点での金額を算定。

現計画 最新の状況

導水トンネル 導水トンネル

＜点検の考え方＞

現時点でも詳細設計段階に至っていないことから、数量や施工内容
は現計画を採用し、平成22年度の最新単価により物価変動を反映。

施工内容
導水トンネル

（NATM）

導水トンネル

（NATM）

主な数量
延長 約4.5km
径 約10ｍ

延長 約4.5km
径 約10ｍ

＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

点検の結果、物価変動により4.9億円減少。
今後、設計等の進捗により、数量や工法等に変更が生じる可能性が

ある。

単価 H18単価 H22単価

点検結果 153.3億円 148.4億円 （△4.9億円）

トンネル掘削 （他事例） 導水トンネル断面図
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【12】分水・導水路費－分水堰

（１）総事業費の点検

分水堰本体のコンクリートの打設及び放流設備等の設置を行う工事

＜現 計 画＞
平成16年度から平成18年度までに実施した地質調査に基づく概略設計

により数量を求め、他事例の工事費を参考に平成18年度時点での金額を
現計画 最新の状況

コンクリート打設 コンクリート打設
算定。

＜点検の考え方＞

現時点でも詳細設計段階に至っていないことから、数量や施工内容は
現計画を採用し、物価変動を反映。

施工内容
コンクリ ト打設

ゲート設置

コンクリ ト打設

ゲート設置

主な数量
コンクリート

約10,000m3
コンクリート

約10,000m3
現計画を採用し、物価変動を反映。

＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

点検の結果、物価変動により0.2億円増加｡

今後、設計等の進捗により、数量や規模に変更が生じる可能性がある。

単価 H18単価 H22単価

点検結果 20.4億円 20.6億円 （+0.2億円）

水海川分水施設計画平面図 導水路呑口断面図

水海川分水施設計画断面図

水海川分水堰
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【13】管理設備費－通信、観測、警報設備

（１）総事業費の点検

管理上必要な雨量計やダム放流による警報設備及び通信設備を設置する工事

＜現 計 画＞

足羽川ダムの数量を求め、他事例の工事費を参考に平成18年度時点
での金額を算定。

現計画 最新の状況

通信設備 通信設備

＜点検の考え方＞

現時点でも詳細設計段階に至っていないことから、数量や設備内容
は現計画を採用し、物価変動を反映。

施工内容

通信設備

観測設備

警報設備

通信設備

観測設備

警報設備

数量 １式 １式

＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

点検の結果、物価変動により0.1億円増加｡

今後、設計等の進捗により、設備の構造や規模に変更が生じる可能
性がある。

単価 H18単価 H22単価

点検結果 12.1億円 12.2億円 （+0.1億円）

警報写真 （他ダム事例）雨量観測所写真 （設置状況写真）
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【14】管理設備費－管理用建物

（１）総事業費の点検

足羽川ダムの数量を求め、他事例の工事費を参考に平成18年度時点
での金額を算定。

ダム管理上必要となる機器等を設置するための建物を設置する工事

＜現 計 画＞
現計画 最新の状況

施工内容 管理事務所 管理事務所

＜点検の考え方＞

現時点でも詳細設計段階に至っていないことから、数量や設計内容
は現計画を採用し、物価変動を反映。

施工内容 管理事務所 管理事務所

数量 １式 １式

単価 H18単価 H22単価

点検結果 億 億 （ 億 ）＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

点検の結果、物価変動により0.1億円増加｡

今後、設計等の進捗により、設備の構造や規模に変更が生じる可能
性がある。

点検結果 5.6億円 5.7億円 （+0.1億円）

管理事務所写真 （他ダム事例）
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【15】仮設備費－骨材貯蔵設備・コンクリート製造設備・濁水処理設備
び ダ

（１）総事業費の点検

骨材設備及びコンクリート設備はダム本体のコンクリートを製造する設備。また、濁水処理設備は工事による濁水を浄化処理する設備。

＜現 計 画＞
現計画 最新の状況

骨材貯蔵設備 骨材貯蔵設備

足羽川ダムの数量を求め、他事例の工事費を参考に平成18年度時
点での金額を算定。

＜点検の考え方＞

現時点でも詳細設計段階に至っていないことから、数量や設備内容
は現計画を採用し、物価変動を反映。

施工内容

骨材貯蔵設備

コンクリート設備

濁水処理設備

骨材貯蔵設備

コンクリート設備

濁水処理設備

数量 １式 １式

＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

点検の結果、物価変動により0.3億円増加。
今後、設計等の進捗により、設備内容や規模に変更が生じる可能性

がある。

単価 H18単価 H22単価

点検結果 22.7億円 23.0億円 （+0.3億円）

濁水処理施設 （他ダム事例）コンクリート設備全体写真 （他ダム事例）骨材設備写真 （他ダム事例） 濁水処理施設 （他ダム事例）コンクリート設備全体写真 （他ダム事例）骨材設備写真 （他ダム事例）

21



【16】仮設備費－工事用道路、建設発生土処理場等

（１）総事業費の点検

掘削により発生した土や資機材を運ぶための工事用の道路を設置する工事。また、工事用道路や発生土砂の置き場の用地を確保す
る費用。

＜現 計 画＞

堤体工等の予定工数による概略設計に基づき数量を求め、他事

現計画 最新の状況

工事用道路

現時点でも詳細設計段階に至っていないことから、数量や設計内
容は現計画を採用し 物価変動を反映

堤体工等の予定工数による概略設計に基づき数量を求め、他事
例の工事費を参考に平成18年度での金額を算定。

＜点検の考え方＞

施工内容
工事用道路

建設発生土処理場等

工事用道路

建設発生土処理場等

（場所確定）

主な数量
建設発生土処理場用地

約２８万m2
建設発生土処理場用地

約２４万m2容は現計画を採用し、物価変動を反映。

ただし、建設発生土処理場用地については、関係機関協議により

場所が確定し、補償調査により地目が判明したことから借地面積を
精査した。

また、借地料については、補償基準算定作業前であることから単

約２８万m2 約２４万m2 

単価 H18単価 H22単価

点検結果 32.3億円 11.8億円 （△20.5億円）

また、借地料に いては、補償基準算定作業前である とから単
価の変更をしていない。

＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

点検の結果、建設発生土処理場用地の借地面積の精査により
20 5億円減少 工事用道路写真 （他ダム事例）20.5億円減少。

ただし、物件補償にかかる費用は用地費及び補償費にて計上。

今後も関係機関協議や設計等の進捗により、数量や設計内容に
変更が生じる可能性がある。

工事用道路写真 （他ダム事例）
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【17】測量設計費－測量、地質調査、環境調査、雨量・流量観測、補償調査、設計
び

（１）総事業費の点検

設計費用及びそれに必要な測量、地質調査、環境調査、用地補償調査

＜現 計 画＞
平成18年度までの実績及び、概略設計に基づく必要数量を求め、平

成18年度時点での金額を算定。

現計画 最新の状況

実施内容 測量設計等 測量設計等

平成21年度までの実績を反映し、平成22年度以降の残事業について
物価変動を反映。

＜点検の考え方＞
主な数量

地質調査、水理水
文、補償調査、環
境調査、設計委託、
測量・その他諸調
査等 １式

地質調査、水理水文、補償
調査、環境調査、設計委託、
測量・その他諸調査等 １式

（実績の反映）

＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

点検の結果、物価変動、工期延期及び現地精査による用地測量範囲
の変更等により19.1億円増加。

今後、事業進捗により、数量に変更が生じる可能性がある。

単価 H18単価 H22単価

点検結果 108.4億円 127.5億円 （+19.1億円）

今後、事業進捗 より、数量 変更 る可能性 ある。

地質調査状況写真 流量観測状況環境調査状況写真
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【18】用地費及び補償費－ 一般補償・公共補償・特殊補償
び ダ

（１）総事業費の点検

諸施設の概略設計に基づき必要な補償範囲を求め、他事例を参考に平
成18年度時点での金額を算定。

残事業を実施するために必要な用地や建物、立木などの補償及び、ダムの工事によって影響のある既得権に対する補償

＜現 計 画＞
現計画 最新の状況

実施内容 用地・物件補償 用地・物件補償

＜点検の考え方＞

補償基準算定作業前であることから単価は変更していない

関係機関との協議により付替道路、建設発生土処理場等の場所が確定
したことに伴い補償対象の数量を精査。

実施内容 用地・物件補償 用地・物件補償

主な数量

一般補償 １式

公共補償 １式

特殊補償 １式

一般補償 １式 （数量増）

公共補償 １式

特殊補償 １式

補償基準算定作業前であることから単価は変更していない。

＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

今後、補償基準算定作業などにより単価に変更が生じる可能性がある。

点検の結果、補償対象の精査により15.5億円増加。

単価 H18単価 H18単価

点検結果 61.6億円 77.1億円 （+15.5億円）

体育館 消防倉庫
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【19】用地費及び補償費－ 補償工事
ダ

（１）総事業費の点検

道路構造令等を踏まえた概略設計に基づき数量を求め、他事例の工事
費を参考に平成18年度時点での金額を算出。

ダムの工事によって影響のある施設に対する補償

＜現 計 画＞
現計画 最新の状況

付替県道 付替県道

現時点で、付替道路の場所の確定に伴う設計内容の変更にまで進捗し
ていないことから、数量や設計内容は現計画を採用し、物価変動を反映。

＜点検の考え方＞

＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

実施内容
付替県道

付替町道

付替県道

付替町道

主な数量

付替県道

約6.1km
付替町道

付替県道

約6.1km 
付替町道＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

今後、関係機関協議や設計等の進捗により、数量や設計内容に変更が
生じる可能性がある。

付替町道

約3.0km
付替町道

約3.0km

単価 H18単価 H22単価

点検結果 134.0億円 135.6億円 （+1.6億円）

点検の結果、物価変動により1.6億円増加。

【20】用地費及び補償費－ 生活再建対策費
ダムの工事による移転にかかる代替地計画の調査・検討にかかる費用

概略設計に基づき数量を求め、調査・検討に要する費用を算定。

＜現 計 画＞

＜点検の考え方＞

代替地計画の調査 検討にかかる新たな成果は得られておらず 算定

現計画 最新の状況

実施内容
代替地計画調査・

検討
代替地計画調査・検討

＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

代替地計画の調査・検討にかかる新たな成果は得られておらず、算定

内容などに変更がないことから、数量や算定内容は現計画を採用し、物価
変動を反映。

主な数量
代替地計画調査・

検討 1式
代替地計画調査・検討

1式

単価 H18単価 H22単価
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今後、代替地計画の調査や設計等の進捗により、数量や設計内容に変
更が生じる可能性がある。

点検結果 5.8億円 6.0億円 （+0.2億円）点検の結果、物価変動及び工期延期により0.2億円増加。



【21】船舶及び機械器具費
信機 等 点検 修繕 す 費

（１）総事業費の点検

概略設計に基づき数量を求め、他事例の通信機器等の工事費、水文観
測施設の保守費用を参考に平成18年度時点での金額を算出。

通信機器等の点検や修繕に要する費用

＜現 計 画＞
現計画 最新の状況

実施内容 機器点検修繕 機器点検修繕

＜点検の考え方＞

＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

必要となる維持費についてもれがないか確認し、物価変動を反映。

実施内容 機器点検修繕 機器点検修繕

主な数量
機器点検修繕等

１式

機器点検修繕等

１式

単価 H18単価 H22単価点検結果及 今後 変動要因 分析評価

今後、情勢により工期延期等があった場合は変動が生じる可能性があ
る。

点検の結果、物価変動及び工期延期により0.4億円増。 点検結果 15.7億円 16.1億円 （+0.4億円）

【22】営繕・宿舎費
工事事務所庁舎、職員宿舎の借り上げや修繕等に要する費用

＜現 計 画＞ 現計画 最新の状況
概略設計に基づき数量を求め、庁舎・宿舎の借り上げ、現場事務所建設

費、修繕・撤去費用について、他事例を参考に平成18年度時点での金額を
算出。

＜現 計 画＞

＜点検の考え方＞

現計画 最新の状況

実施内容
庁舎・宿舎借り上げ

現場事務所建設

庁舎・宿舎借り上げ

現場事務所建設

庁舎・宿舎借り上げ 庁舎・宿舎借り上げ＜点検の考え方＞

＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

必要となる庁舎・宿舎借り上げ料等にもれがないか確認し、物価変動を
反映。

点検 結果 物価変動 び 期延期 億 増加

主な数量
１式

現場事務所建設
２棟

１式

現場事務所建設

２棟

単価 H18単価 H22単価
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今後、情勢により工期延期等があった場合は変動が生じる可能性があ
る。

点検の結果、物価変動及び工期延期により0.4億円増加。
点検結果 12.7億円 13.1億円 （+0.4億円）



【24】工事諸費
職員 件費 消耗 等 する費

（１）総事業費の点検

工事の進捗による職員数の変動を想定した予定数量を求め、事務的経
費を計上。

職員の人件費や消耗品等に要する費用

＜現 計 画＞
現計画 最新の状況

実施内容 人件費・消耗品 人件費・消耗品

＜点検の考え方＞

必要となる事務的経費の積み上げを確認し、近年の実績を反映。

＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

実施内容 人件費・消耗品 人件費・消耗品

主な数量
人件費・消耗品

１式

人件費・消耗品

１式

単価 H18単価 H22単価
＜点検結果及び今後の変動要因の分析評価＞

今後、情勢により工期延期等があった場合は変動が生じる可能性があ
る。

点検の結果、物価変動及び工期延期により7.6億円増加。 点検結果 91.0億円 98.6億円 （+7.6億円）
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